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八戸市学校給食基本計画新旧対照表 

改定後 改定前 

Ⅳ．新学校給食センターの整備 

 １．年次計画（案） 

   （仮称）新東地区給食センターは令和 11（2029）年度からの供用開始

を目指します。 

Ⅳ．新学校給食センターの整備 

１．年次計画（案） 

   （仮称）新東地区給食センターは５年後、2023 年度からの供用開始

を目指します。 

  

（削除） 

（削除） 

（削除） （削除） 

（削除） 

（削除） 

基本計画年 

（2018年度） 

・市場調査 ・先進地調査 

・八戸市学校給食基本計画～更新版～（案）の作成 

・用地選定（案）の作成 

    

 

 

令和６年度 

（2024年度） 

（削除） 

（削除） 

・PFI導入可能性調査 

・整備手法決定 

（削除） 

（削除） 

（削除） 

 

 

１年目 

（2019年度） 

・八戸市学校給食基本計画～更新版～策定 

・用地選定（必要な場合は用地測量、補償調査、用地取得等、） 

 

・方式決定（用地選定及び整備手法の選定委員会開催） 

・予算要求（補正：用地、設計費等） 

・交付金関係事務（事前調査書） 

・アドバイザリー委託業者選定 

 （補正：債務負担行為－DBO、PFI方式等の場合） 

    

 

令和７年度 

（2025年度） 

・用地選定（必要な場合は用地測量、補償調査、用地取得等） 

・設計者の選定、基本設計・実施設計（従来方式の場合） 

・アドバイザリー委託業者選定（DBO、PFI方式の場合） 

・実施方針及び要求水準書の作成・公表 

 （DBO、PFIの場合：アドバイザリー委託契約内） 

（削除） 

 

２年目 

（2020年度） 

・地質調査（用地造成）、 

・設計者の選定、基本設計・実施設計（従来方式の場合） 

 

・実施方針及び要求水準書の作成・公表 

 （DBO、PFIの場合：アドバイザリー委託契約内） 

・交付金関係事務（事業計画） 

    

 

  

別紙１ 
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八戸市学校給食基本計画新旧対照表 

改定後 改定前 

 

令和８年度 

（2026年度） 

・地質調査（用地造成） 

（削除） 

 

（削除） 

・事業者の募集、選定、契約（DBO、PFI方式の場合） 

・交付金関係事務（事前調書） 

 

３年目 

（2021年度） 

 

・建設工事入札・契約・工事開始 

 （DBO、PFIの場合：事業選定６月、12月契約（約 20ヶ月）） 

・調理等委託業者選定（従来方式の場合） 

 

・交付金関係事務（内定、申請、交付決定） 

    

 

令和９年度 

（2027年度） 

・建設工事入札・契約・工事開始（従来方式の場合） 

（削除） 

・調理等委託業者選定（従来方式の場合） 

・DBO、PFI事業開始（基本・実施設計、建設工事） 

・交付金関係事務（内定、申請、交付決定） 

 

４年目 

（2022年度） 

・建設工事 

・稼働試験・供用開始準備（１月～３月：従来方式の場合） 

    

 

令和 10年度 

（2028年度） 

・建設工事 

・稼働試験・供用開始準備（２月～３月） 

（削除） 

 

 

・交付金関係事務（内定、申請、交付決定） 

 

５年目 

（2023年度） 

・建設工事 

・稼働試験・供用開始準備（１学期：DBO、PFI方式の場合） 

・仮称新東地区給食センター供用開始 

 （従来方式：４月初旬‐１学期～、DBO、PFI方式：８月末

‐２学期～） 

    

 

令和 11年度 

（2029年度） 

・仮称新東地区給食センター供用開始 
 

 

※財政事情等により、年次計画等は一部変更の可能性もあります。 ※財政事情等により、年次計画等は一部変更の可能性もあります。 
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八戸市学校給食基本計画新旧対照表 

改定後 改定前 

 ２．（略） ２．（略） 

  

３．児童・生徒数（給食供給数）の見通し 

 

 八戸市は昭和 26 年に小学校４校にて完全給食を開始し、昭和 44 年には、

旧西地区給食センターの竣工により、市内全児童・生徒に完全給食の実施を

開始しています。 

 児童・生徒数は、昭和 57 年の約 39,000 人をピークに減少を続け、令和５

年５月１日現在の児童・生徒数は、15,794人で、今後も毎年減少する見込み

となっています。 

 令和５年５月１日現在の推計による、今後５年間の見通しは下表のとおり

です。 

３．児童・生徒数（給食供給数）の見通し 

 

 八戸市は昭和 26年に小学校４校にて完全給食を開始し、昭和 44年には、

旧西地区給食センターの竣工により、市内全児童・生徒に完全給食の実施を

開始しています。 

 児童・生徒数は、昭和 57年の約 39,000人をピークに減少を続け、平成 30

年５月１日現在の児童・生徒数は、17,179人で、今後も毎年減少する見込み

となっています。 

 平成 30 年５月１日現在の推計による、今後５年間の見通しは下表のとお

りです。 

 

 
 

 

 
 

 

５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度

（2023年度） （2024年度） （2025年度） （2026年度） （2027年度） （2028年度） （2029年度）

小学校（児童数） 10,418人 10,097人 9,905人 9,551人 9,144人 8,769人 8,293人

中学校（生徒数） 5,376人 5,444人 5,354人 5,319人 5,205人 5,149人 5,105人

児童・生徒計 15,794人 15,541人 15,259人 14,870人 14,349人 13,918人 13,398人

教職員等数 1,500人 1,483人 1,459人 1,429人 1,385人 1,354人 1,336人

給食供給数 17,294人 17,024人 16,718人 16,299人 15,734人 15,272人 14,734人

年　度

　《児童・生徒数の推移》
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八戸市学校給食基本計画新旧対照表 

改定後 改定前 

  

  

 ４．～５． （略）  ４．～５． （略） 

  

 ６．施設規模 

  （１） 略 

 

  （２） 略 

 ６．施設規模 

  （１） 略 

 

  （２） 略 

 

（人） （人） 
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八戸市学校給食基本計画新旧対照表 

改定後 改定前 

表１ 《基準食数対敷地面積等の想定:西センターの食数は令和５年度

と同様として算出》 

 令和 11年度（見込） 

基準食数 5,500食 

10％余裕食数 6,050食 

概算敷地面積 3,267㎡ 

１食あたりの概算床面積 0.54㎡/食 

概算敷地面積 9,475㎡ 

※概算施設面積・概算敷地面積は、想定であり、用地確定後、実際に設

計を行う中で数値が変更する可能性があります。 

  表１ 《基準食数対敷地面積等の想定》 

 

 2023年度（見込） 

基準食数 7,500食 

10％余裕食数 8,250食 

概算敷地面積 4,455㎡ 

１食あたりの概算床面積 0.54㎡/食 

概算敷地面積 12,920㎡ 

※概算施設面積・概算敷地面積は、想定であり、用地確定後、実際に設

計を行う中で数値が変更する可能性があります。 

  

  表２ （略）   表２ （略） 

  

７．～12. （略）  ７．～12. （略） 

  

Ⅴ．新学校給食センターの運営方式 

１．民間委託等について 

  【 委託等を検討するもの 】 

   （略） 

  【 委託等をしない業務 】～事業方式にかかわらず、引き続き市が行

う業務～ 

   （略） 

 

次の表１は、手法別に供用開始までの事業期間を表しています。 

 

Ⅴ．新学校給食センターの運営方式 

１．民間委託等について 

  【 委託等を検討するもの 】 

   （略） 

  【 委託等をしない業務 】～事業方式にかかわらず、引き続き市が行

う業務～ 

   （略） 

 

 次の表１は、手法別に供用開始までの事業期間を表しています。 

 

 



 6 / 7 

八戸市学校給食基本計画新旧対照表 

改定後 改定前 

 表１ 《整備手法別給食センター建設事業期間》 

従来方式 DBO方式／PFI方式 

手法検討（PFI導入可能性

調査） 
１年 

手法検討（PFI 導入可能

性調査） 
１年 

用地選定・測量・取得 １年 

用地選定・測量・取得 

アドバイザリー契約 

実施方針・要求水準書案

作成 

１年 

地質調査、用地造成 

基本・実施設計 
１年 

地質調査、用地造成 

募集要項等公表 

事業者選定・公表 

１年 

建設工事・開業準備 ２年 
基本・実施設計 

建設工事 

１年 

10か月 

  開業準備 ２か月 

供用開始まで５年 供用開始まで５年 

 

 

 

従来方式は、八戸市の過去の整備事業の実績に基づいた期間に手法検討期

間を加えた期間となっており、DBO方式／PFI方式は、他自治体の事例を参考

に一般的な             事業期間を設定しました。 

 

 

 

（削除） 

 表１ 《整備手法別給食センター建設事業期間》 

従来方式 DBO方式 PFI方式 

用地選定・測

量・取得 
１年 

用地選定・測

量・取得 
１年 

用地選定・測

量・取得、手法

検討 

１年 

地質調査、用

地造成、基本・

実施設計 

１年 

アドバイザリ

ー契約実施方

針・要求水準

書案作成 

１年 

アドバイザリ

ー契約実施方

針・要求水準

書案作成 

１年 

建設工事・開

業準備 
２年 

募集要項等公

表 

事業者選定・

公表 

９ヶ月 

募集要項等公

表 

事業者選定・

公表 

９ヶ月 

  
実施設計 

建設工事 

１年 

６ヶ月 

実施設計 

建設工事 

１年 

６ヶ月 

  開業準備 ２ヶ月 開業準備 ２ヶ月 

供用開始まで４年 供用開始まで約４年４ヶ月 供用開始まで約４年４ヶ月 

 

従来方式は、八戸市の過去の整備事業の実績に基づいた期間       

       となっており、     PFI方式は、平成 26年度に出され

たマニュアル※による簡易化手法による事業期間を設定しました。 

 また、DBO方式では、平成 30年３月に計画策定した自治体の事例を参考と

しています。 

 

※ 平成 26年６月に、内閣府から出された、PFI手続きの簡易化「地方公共

団体向けサービス購入型 PFI事業手続き簡易化マニュアル」によると、対

象事業が、従来の公共調達方式及び PFI方式ともに過去の事例が豊富であ

れば、客観的な評価を行い PFI事業として実施することの是非を判断する

ことが可能だとしています。 
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八戸市学校給食基本計画新旧対照表 

改定後 改定前 

 

 

 

 

        従来方式、DBO 方式／PFI 方式のいずれの方式を選択して

も、供用開始までの所要事業期間に大きな差がないことがわかりました。 

 

整備手法の決定に関しては、事業全体の経費等を比較しながら、     

                           八戸市にふさわ

しいものを選択していきます。 

当市の新給食センター整備方式検討にあたり、他都市の PFI事例を調査し

たところ、同規模、同内容での事業事例が他自治体に多くあることから、従

来、必ず行わなければならなかった導入可能性調査が不要となり、簡易化し

た手続きにより、実施が可能であります。 

このことから、従来方式、DBO 方式、PFI 方式のいずれの方式を選択して

も、供用開始までの所要事業期間に大きな差がないことがわかりました。 

 

整備手法の決定に関しては、事業全体の経費等を比較しながら、財政課を

含む庁内選定委員により市の財政状況を見据えながら、より八戸市にふさわ

しいものを選択していきます。 

 


